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執行委員長　　山　上　　　潔
（賃金労働部 ）

2010人勧閣議決定期の取り組みについて
－2010人事院勧告の取扱いに関わる官房長官、総務大臣への要求はがき行動の取り組みについて－
　連日の取り組みに心より敬意を表します。

　さて、2010人事院勧告は月例給については平均757円、0.19％引き下げるとともに、一時金は1963年以来の低水準となる3.95月とする2年連続のマイナス勧告となりました。また、最大の焦点であった56歳以上の一定率削減について、公務員連絡会・自治労の主張を無視し、勧告を一方的に強行しました。このことはこれまで人事院が公務員給与の基本原則として示していた職務給の原則や査定昇給制度の理念から大きく逸脱するもので、適用級は行政（一）６級以上とはしたものの、民間企業の平均給与との給与差を理由に年齢で給与水準を引き下げる方式は決して認めることはできない措置です。公務員連絡会はこれに対し強く抗議し、８月10日政府に要求書を提出、また、公務員連絡会地方公務員部会としては11日に全人連、総務省能室長に申し入れを行い、23日には地公給与決定に関して交渉を行ってきています。
　また、その後の給与関係閣僚会議においては、総務大臣や厚生労働大臣は労働基本権制約の代償機関としての役割から完全実施を主張する一方、財務大臣などからは参議院選挙の結果やこれからの公務員制度改革の方向を踏まえて、勧告以上に国家公務員給与を引き下げるべきとの意見も出されており、人事院勧告をめぐる状況は非常に流動的な情勢となっているところです。
こうした本年の人勧の取り扱いを巡る厳しい情勢を踏まえ、公務員連絡会は官房長官、総務大臣宛の要求はがき行動を全組合員で取り組むことを決定し、道本部としても積極的に最大限の取り組みを行うこととしますので全単組・総支部のご協力をお願いします。
記

○　官房長官、総務大臣宛大型はがき行動について

１　取組期間　　９月上旬（はがき到着次第）～９月30日（木）

　　　　　　　　※　はがきについては９月２日に印刷業者から発送となりますので、９月３日以降の到着となる予定です。
２　取組対象　　全組合員及びその家族（組合員１人５名）

３　記入方法　　大型はがきの氏名欄に組合員及びその家族の名前と住所を記載します。（官房長官宛：白色、総務大臣宛：クリーム色）
はがき１枚につき、10名記載できるようにしてあります。単組名をはがき裏面の記入欄に必ず記入してください。（スタンプで構いません）

　
４　配布数　　組合員数×５÷10の数を基本に各単組へ送付します

　　　　　　　　各単組においては、取り組み後、官房長官宛、総務大臣宛に対して直送してください（はがきはまとめて梱包し送付しても構いません）。その場合の費用については、各単組負担とします。

　　　　
５　取組報告　　集約枚数、集約人員数を別紙に記載し、道本部賃金労働部へ、ＦＡＸで報告願います。

６　報告期日　　第１次集約　９月24日（金）

　　　　　　　　　最終集約　10月１日（金）

送付先：自治労道本部賃金労働部行（ＦＡＸ：011-700-2053）
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